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特集 2050年カーボンニュートラルのインパクト

2050年カーボンニュートラルがもたらす
インパクトと企業のグリーン成長戦略

Ⅰ　動き出したカーボンニュートラル
Ⅱ　カーボンニュートラルがもたらす企業インパクト
Ⅲ　カーボンニュートラルは8500兆円市場
Ⅳ　山積する課題への対応が成長事業を生む

C O N T E N T S

要　約

1 2020年から運用を開始したパリ協定では、今世紀後半のカーボンニュートラルの実現が
目標とされており、21年 1月20日時点で124カ国と 1地域が50年までの（中国は60年ま
での）実現を表明。20年10月26日の所信表明演説で、菅首相は50年までにカーボンニュ
ートラル、実質脱炭素社会の実現を目指すことを宣言した。

2 これからの約30年という期間に猶予はなく、温室効果ガスを大幅に削減あるいは吸収す
るための技術開発とともに、それらを普及させた社会インフラ・産業への変革を加速さ
せなければならない。2050年に向けた長期目標を設定した上で、バックキャストによる
中期目標を示すことが企業に求められている。脱炭素にかかわる情報開示不足や取り組
み不足は、競争力低下や取引制約をもたらすリスクとなる。

3 カーボンニュートラルの実現はグリーン成長戦略でもある。素材や部品・製品とともに
物流・交通などのインフラにおける脱炭素化が挙げられている。また、産業・経済活動
に必要不可欠なエネルギー供給側の脱炭素化が、非常に重要なグリーン成長分野とし
て期待されている。グリーン成長戦略には8500兆円の投資が必要であるという計算もあ
るが、それを支えるサステナブルファイナンスの仕組みづくりが行われ、企業がESG投
資を拡大し、産業構造の転換を後押しして、技術開発やイノベーションを促進する。

4 そのためには、すべての産業・企業にとって山積する課題への対応が必要となるが、こ
うした課題対応は、産業全体の最適化を通して効率の良い社会を再構築する絶好の機
会である。同時に、企業から見れば世界各国で生じる脱炭素関連市場という成長市場を
捕まえ、新たな成長事業を生むチャンスともなる。
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2 目標が排出削減から
 実質カーボンニュートラルに
 なることの意味

2050年カーボンニュートラルという目標設
定は、これまでの排出削減目標とは大きく異
なる意味を持つ。実質カーボンニュートラル
という状態では、排出クレジット（森林など
での吸収クレジットを除く）は使えなくなる
からである。50年までの過程においては、実
行しやすい削減対策から取り組みを促すため
に排出クレジットが活用されるが、あくまで
当該主体の実質排出量から他主体の排出削減
分を差し引いて仮想的に評価しただけにすぎ
ない。実質カーボンニュートラルを達成する
50年は、温室効果ガスの排出量と吸収量をバ
ランスさせた状態で排出クレジットは意味を
持たなくなる。その一方で、カーボンニュー
トラルにおいても、社会・経済活動のために
はエネルギー消費をゼロにすることはでき
ず、次に示す各種対策の実現がカーボンニュ
ートラルを達成するための重要課題となる。

①できるだけ化石燃料から再生可能エネル
ギー由来の電力に転換する

②電力転換できないところはバイオマス由
来の燃料に転換する

③化石燃料を使わざるを得ない場合、排出
されるCO2を回収・固定する

④化石燃料を使わざるを得ない場合、森林
などの吸収で相殺する

⑤排出されたCO2を原料素材としてリサイ
クルする

3 世界主要国における
 カーボンニュートラル目標

トランプ政権によりパリ協定から脱退して

Ⅰ	動き出したカーボンニュートラル

1 温室効果ガスの削減目標から
 カーボンニュートラルへ

菅政権がカーボンニュートラル宣言を行
い、日本もカーボンニュートラルの実現に向
けて大きく舵が切られた。その実現には、非
連続での社会変革、産業変革が必要不可欠で
あり、脱炭素社会を構築する政策、法規制そ
して産業振興とともに成長戦略を本格的に実
行していく段階に入った。1992年に締結され
た気候変動枠組条約から数えると、およそ30
年近い年月を経過しており、ようやくカーボ
ンニュートラルに向けて世界的な潮流が強く
動き出した。

現在の国際的取り決めである2015年のパリ
協定では、先進国のみの排出削減目標を定め
た京都議定書（1997年）とは異なり、新興国
を含む150以上の国・地域が削減目標を持つ
一方で、協定上では各国の排出削減目標を設
定せずに、各国が目標設定とレビューを行う

「プレッジ＆レビュー方式」を採っている。
当初は、各国の目標設定レベルに大きくば

らつきがあったものの「温室効果ガス排出量
の86％を占める国・地域が世界の平均気温上
昇を 2 ℃より十分低く保ち1.5℃に抑える努
力をする」としたIPCCレポートでの指摘も
踏まえ、50年のカーボンニュートラル目標を
掲げる国が増えてきた。20年に入って、日米
欧などの主要国がそろって目標を掲げるに至
っている。50年まで残り約30年という現時点
は、1992年の気候変動枠組条約から2050年カ
ーボンニュートラル実現までの折り返し点で
あり、今後は各国での政策強化による技術開
発、社会実装が本格化することが見込まれる。
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いた米国が、バイデン政権の下でパリ協定に
正式復帰したことで、世界主要国がカーボン
ニュートラルという地球規模の課題に取り組
む体制が固まった。EUは、フォン・デア・
ライエン欧州委員長の下で欧州グリーンディ
ール政策を2019年に掲げ、20年 3 月には2050
年カーボンニュートラルを目標に設定して、
いち早く動き出している。その後、中国が
2060年カーボンニュートラルを、米国ではバ
イデンの選挙公約として2050年カーボンニュ
ートラルを示しており、日本も同時期にカー
ボンニュートラル目標の仲間入りをしたこと
になる。各国とも、カーボンニュートラル目
標を単なる気候変動政策という位置付けだけ
でなく、経済成長や産業振興、エネルギー革
新あるいは安全保障、外交といった狙いを明
示しており、規制強化や予算措置などを含

め、カーボンニュートラルに向けたさまざま
な取り組みが強化・実行される。

日本では、菅政権が掲げる挑戦を「経済と
環境の好循環」につなげるため、20年12月25
日に経済産業省が「2050年カーボンニュート
ラルに伴うグリーン成長戦略」を策定した。
同戦略では、エネルギー関連産業・輸送・製
造関連産業・家庭・オフィス関連産業の14の
重要分野ごとに、成長戦略「工程表」を含む
実行計画が示されている。

グリーン成長戦略に伴う効果として、電力
分野での「脱炭素」、電力分野以外では「電
化」、熱需要には「水素化」「CO2回収」など
を通して、30年に年額90兆円、50年で年額
190兆円程度の経済効果が見込まれると試算
している。そのために立ち上げたグリーンイ
ノベーション基金事業（NEDO：国立研究開

表1　各国のカーボンニュートラル目標とグリーン成長戦略

カーボンニュートラル目標 グリーン×成長戦略の記載

日本
2050年 

カーボンニュートラル
総理所信表明演説（2020年10月）

成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げ、グリーン社会の実現に最大限注力（中略）もはや、温
暖化への対応は経済成長の制約ではない。積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会
の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要

第203回総理所信演説（2020年10月）

米国
2050年

カーボンニュートラル
2020年7月バイデン氏の公約

高収入の雇用と公平なクリーンエネルギーの未来を創造し、近代的で持続可能なインフラを構築し、
連邦政府全体で科学的完全性と証拠に基づく政策立案を回復しながら、国内外の気候変動対策に取
り組む。気候への配慮を外交政策と国家安全保障の不可欠な要素に位置付け

気候危機対処・雇用創出・科学的十全性の回復のための行政行動に関するファクトシート（2021年1月）

EU
2050年

カーボンニュートラル
長期戦略提出（2020年3月）

欧州グリーンディールは、公正で繁栄した社会に変えることを目的とした新たな成長戦略であり、
2050年に温室効果ガスのネット排出がなく、経済成長が資源の使用から切り離された、近代的で資
源効率の高い競争力のある経済

The European Green Deal（2019年12月）

英国
2050年

カーボンニュートラル
長期戦略提出（2020年12月）

2世紀前、英国は世界初の産業革命を主導した。（中略）英国は、クリーンテクノロジー（風力、炭
素回収、水素など）に投資することで世界を新しいグリーン産業革命に導く

The Ten Point Plan for a Green Industrial Revolution（2020年12月）

中国
2060年

カーボンニュートラル
国連総会一般討論（2020年9月）

エネルギー革命を推進しデジタル化の発展を加速。経済社会全体の全面的グリーンモデルチェンジ、
グリーン低炭素の発展の推進を加速

第14次五カ年計画 原案（2020年11月）

韓国
2050年

カーボンニュートラル
長期戦略提出（2020年12月）

カーボンニュートラル戦略を将来の成長の推進力として利用
将来世代の生存と持続可能な未来のために、GHG排出量を削減するという課題は守らなければなら
ない国際的な課題であり、この課題は将来の成長の機会と見なされるべき

韓国の長期低排出発展戦略（2020年12月）

出所）経済産業省 資源エネルギー庁Webサイトより作成
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/carbon_neutral_02.html
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イニシアチブ「RE100」には、21年 4 月現在
で53社の日本企業が参加している。また、パ
リ協定が求める水準と整合した、 5 〜15年先
を目標年として企業が設定するSBTイニシ
アチブ（Science Based Targets）では、既
に100社程度の企業が目標設定を行っている。

また、企業活動に伴う温室効果ガス排出量
の算出範囲を拡大する動きがある。これまで
は、企業自らの活動による直接的な温室効果
ガス排出量（スコープ 1 ）や、他社から供給
された電気や熱、蒸気の使用に伴う間接的な
排出量（スコープ 2 ）が算出範囲であった。
しかしながら、企業活動に伴う温室効果ガス
排出は自社だけでなく、サプライチェーン全
体での排出につながっている。このため、サ
プライチェーンを構成する事業者間で協力し
て、温室効果ガスの削減対策を効率的に進め
るために、上流側である調達先および下流側
である出荷以降における間接的な排出量（ス
コープ 3 ）の算出が求められている。

さらに、消費者に提供される製品・サービ
スに対して、ライフサイクル全体（資源採掘
から製造、販売、廃棄まで）におけるカーボ
ン・フットプリント（温室効果ガス排出量）
の重要性が高まっている。BASFや帝人など、
既に素材製品ごとのカーボン・フットプリン
トを開示する素材メーカーが登場しており、
最終製品のライフサイクル全体でのカーボン・
フットプリントへと発展する可能性がある。

2 現実になり始めている事業リスク
企業に対する影響は、脱炭素の取り組みに

かかわる情報開示にとどまらない。取り組み
状況が競争力低下や取引制約をもたらすリス
クになりかねず、脱炭素の動きに対応できな

発法人新エネルギー・産業技術総合開発機
構）では、10年間で 2 兆円の基金を造成し、
それを呼び水に民間企業の研究開発・設備投
資（15兆円）を誘発しながら、2050年カーボ
ンニュートラルに必要不可欠な技術要素の開
発と社会実装が今後、進められる（表 1 ）。

Ⅱ	カーボンニュートラルがもたらす
	 企業インパクト

2050年にカーボンニュートラルを実現する
ための道のりは非常に厳しいものになると見
込まれる。これからの約30年という期間に猶
予はなく、温室効果ガスを大幅に削減あるい
は吸収するための技術開発とともに、それら
を普及させた社会インフラ・産業への変革を
加速させなければならないタイミングにある。

1 企業に求められる
 定量的な中長期目標と情報開示

このような状況において、社会インフラ・
産業を担っている企業に対しては、脱炭素を
進める上で重要な役割を果たすことが期待さ
れている。あらゆる政策強化や大規模な資金
投入などによって、企業による取り組みを促
進・支援する一方で、取り組みの計画や進捗
の可視化・情報公開を求める動きがある。

まずカーボンニュートラルに向けた計画と
して、2050年という長期目標を設定した上
で、バックキャストによる30年あるいは40年
などの中期目標を示すことが企業に求められ
ており、そのような中長期目標の設定に取り
組む協働イニシアチブへの参画企業が増えて
いる。たとえば、事業で使用する電力の再生
可能エネルギー100％化にコミットする協働
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1 グリーン成長戦略が示す重点分野
グリーン成長分野として、素材や部品・製

品とともに物流・交通などのインフラにおけ
る脱炭素化が挙げられている。電気自動車や
燃料電池、省エネ半導体などの次世代製品に
加えて、情報技術を活用したスマート交通・
農業、ドローンや燃料電池船などの新たな輸
送機器、バイオマス資源やリサイクル材な
ど、従来の素材・製品・インフラなどを脱炭
素化するための技術開発、社会実装が加速さ
れる。また、産業・経済活動に必要不可欠な
エネルギーの供給側での脱炭素化が非常に重
要なグリーン成長分野として期待されてい
る。再生可能エネルギーの大きな供給源とな
り得る洋上風力をはじめ、燃焼に伴うCO2排
出がない水素や燃料アンモニア、カーボンニ
ュートラルであるバイオマス燃料など、エネ
ルギー関連産業における脱炭素化も重点テー
マとして取り上げられている。

これらエネルギー消費に伴うCO2の排出を
削減する技術開発が強化される一方で、CO2

を分離・回収して利用する技術「カーボンリ
サイクル」がグリーン成長分野として位置付
けられている。CO2を炭素資源と捉え、化学
品や燃料、コンクリートなどの炭素化合物と
して再利用するカーボンリサイクルは、大気
中に排出されるCO2の削減だけでなく、新た
な炭素資源の安定的な供給源を確保できる。
2019年には経済産業省がカーボンリサイクル
技術ロードマップを策定し、その実用化に取
り組んでいる（図 1 ）。

2 グリーン成長のための
 サステナブルファイナンス

こうした動きへの対応には多くの投資が必

い企業が淘汰される時代に向かっている。
アップルなどの先進企業は、サプライヤー

に対して脱炭素の取り組みを要求し始めてお
り、脱炭素に対応しない企業はサプライヤー
のネットワークから締め出される可能性が出
てきている。さらに、EUや米国カリフォル
ニア州、中国などのように、脱炭素にかかわ
る法規制や制度・ルールなどを新たな非関税
障壁として活用する動きも見られ、日本企業
の競争力への影響が懸念される。たとえば、
取引にあたって供給する素材・部品などのカ
ーボン・フットプリントの提示が取引要件と
なる、あるいはカーボン・フットプリントが
一定の水準以下でないと輸出入できないな
ど、カーボンニュートラル政策が事業リスク
となり、ひいては企業の存続を脅かすことに
なりかねない。

それらの影響が及ぼされる対象は、日本の
製造業を牽引するグローバル企業にとどまら
ず、グローバル企業のサプライヤーである国
内中小製造業もいずれ対応を迫られることに
なる。このため、日本国の政策如何にかかわ
らず、海外の脱炭素政策の動きに対しては先
手を取って積極的に対応していく必要がある。

Ⅲ	カーボンニュートラルは
	 8500兆円市場

企業はカーボンニュートラルに伴う事業リ
スクを抱える一方で、グリーン成長機会とし
て前向きに捉えれば、非連続の変化（イノベ
ーション）に挑戦して社会課題の解決に貢献
できる立場にある。グリーン成長分野に注力
することで、資金調達や株式市場などのファ
イナンス面でのメリットも期待できる。
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要であり、それを支えるためのサステナブル
ファイナンスの仕組みづくりが行われてい
る。既存の産業構造や社会インフラなどを前
提としたカーボンニュートラルの実現は困難
であり、産業構造や社会インフラなどの大転
換を後押しして、非連続な技術開発やイノベ
ーションが新たな成長機会を生み出す環境づ
くりが非常に重要である。サステナブルファ
イナンスが新たなグリーン成長企業の誕生や
進化において大きな役割を果たすことが期待
される一方、このような環境変化の中で自社
にとってどのような事業機会があるかを考え
ることが新たな成長戦略の発見につながる。

2050年カーボンニュートラルの実現には、
世界で最大8000兆円必要との試算（IEA：国
際エネルギー機関）もあり、再生エネルギー
の拡大に加えて、省エネなどによる着実な低
炭素化（トランジション）、脱炭素化に向け
た革新的技術（イノベーション）へのファイ
ナンスが必要注とされている。

3 グリーン成長に期待する株式市場
脱炭素化に取り組む海外企業に目を向ける

と、カーボンニュートラルに向けた事業拡大
が期待されるグリーン成長企業が台頭してき
ている。代表例は電気自動車のテスラであろ
う。2021年 4 月 1 日の時価総額は6351憶ドル

（70兆円）であり、過去 5 年で15倍、過去 1
年で 6 倍になっている。電気自動車への転換
は各国が脱炭素政策として掲げる最重要課題
の一つであり、カーボンニュートラルに向け
た市場成長が見込まれる。

また、カーボンニュートラルという潮流を
見据えて事業戦略を大きく転換したことが評
価される成長企業もある。20年に世界で最も
持続可能な企業に選ばれたデンマークの洋上
風力発電最大手のオーステッドは、09年以降
に事業の主軸を石炭火力発電から洋上風力発
電に転換し、23年には石炭火力発電事業から
撤退する方針を打ち出した。その結果、16年
には250デンマーククローネだった株価が、
21年 1 月には1400デンマーククローネと 5 倍

図1　2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

エネルギー関連産業 輸送・製造関連産業 家庭・オフィス関連産業

①洋上風力産業
風車本体・部品・浮体式風力

②燃料アンモニア産業
発電用バーナー

（水素社会に向けた移行期の燃料）

③水素産業
発電タービン・水素還元製鉄・

運搬船・水素解装置

⑤自動車・蓄電池産業
EV・FCV・次世代電池

⑨食料・農林水産業
スマート農業・高層建築物木造化・

ブルーカーボン

⑥半導体・情報通信産業
データセンター・省エネ半導体
（需要サイドの効率化）

⑧物流・人流・土木インフラ産業
スマート交通・物流用ドローン・

FC建機

⑩航空機産業
ハイブリッド化・プラスチック原料

⑫住宅・建築物産業／
次世代型太陽光産業
（ペロブスカイト）

⑬資源循環関連産業
バイオ素材・再生材・

廃棄物発電

⑭ライフスタイル関連産業
地域の脱炭素ビジネス

④原子力産業
SMR・水素製造原子力

⑪カーボンリサイクル産業
コンクリート・バイオ燃料・

プラスチック原料

⑦船舶産業
燃料電池船・EV船・ガス燃料船など

（水素・アンモニアなど）

※　矢印は2030年、そして2050年にかけて成長分野は拡大することを示す
出所）経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2020年12月）より作成
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以上に上がった。このように、株式市場にお
いてもカーボンニュートラルの動きが認識さ
れており、グリーン成長企業に対する期待は
カーボンニュートラル宣言を契機にこれまで
以上に高まっている。

Ⅳ	山積する課題への対応が
	 成長事業を生む

2050年カーボンニュートラルを実現するた
めに、すべての産業・企業にとって山積する
課題への対応が必要である。これは、人口減
少や国際競争力の強化にも同時に対応しなけ
ればいけない日本にとって、よりエネルギー
効率・経済効率の良い社会を再構築する好機
である。同時に、世界各国で生じる脱炭素関
連市場という成長市場を捕まえ、技術開発や
関連するサービス開発を通して新たな成長事
業を開発するチャンスでもある。そこで本特
集では、各論考でエネルギー産業・製造業で
の現状の取り組みや課題、脱炭素に向けた地
域やファイナンスの役割について論じてい
く。新たな成長事業のヒントやカーボンニュ
ートラル経営の参考となるものがあれば幸い
である。そして第六論考では、サプライチェ
ーン全体での脱炭素に向けた取り組みと、そ
れを支えるCO2排出量やオフセットをトレー
シングする仕組みの提案について紹介してい
る。

第二論考の「2050年カーボンニュートラル
で生じるエネルギー需給のパラダイムシフ
ト」では、脱炭素化に向けた変化と対応を説
明している。電力・ガス・石油業界について
は、再生可能エネルギーの最大限の開発、原
子力発電の利用、火力発電所燃料の脱炭素

化、水素から合成メタン・合成燃料の製造な
ど。排出権の取り扱いついては、森林吸収、
CCUS由来の排出権の需要増、途上国の脱炭
素化への取り組みによる供給減など。脱炭素
化に向けた電力重視の流れについては、エネ
ルギー供給のリダンダンシーや既存インフラ
の有効活用のための、電力・ガス・液体燃料
のバランスの最適化の重要性などである。加
えて、Power-to-Gas/Fuelについては日本で
も設備整備ルールについての議論を始め、エ
ネルギー需給の変化に対応する必要性を提唱
している。

第三論考の「2050年カーボンニュートラル
に向けた産業界の対応と産業競争力の維持」
では、製造業の間でもSCM全体にわたり
CO2排出量を評価する取り組みが求められ始
めていることを紹介。日本の製造業に対して
は、自社製品の開発から販売に至るすべての
工程において、カーボンニュートラルを実現
することは極めて困難であると考えられるた
め、CO2排出量の多い工程、コンポーネント
から優先順位付けを行い、できる領域から手
を付ける必要性を説明。また、グローバルで
事業を行う大手製造業は、カーボンニュート
ラルへの注力度によって自社のブランドイメ
ージに影響を与えるため、社内でロードマッ
プを作成し、環境領域を管理する担当役員を
付けるなどして、真摯にリソースを投入する
ことを提唱している。

第四論考の「2050年カーボンニュートラル
の実現で生じる地域の課題と対応の方向性」
では、再生可能エネルギーの導入で従来のエ
ネルギー需給の地域的なバランスは大きく変
化すると指摘する。再生可能エネルギー供給
地域である地方において、グリーンエネルギ
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ー移出能力やCO2の森林吸収能力は、脱炭素
社会における地方の経済力の源泉になる可能
性が高い一方で、不在山村地主、再生可能エ
ネルギー開発への反対などの課題を解決しな
がら、地方に資金が還流するような税制の見
直しの必要性を説明している。また、再生可
能エネルギー・森林のさらなる拡大・活用の
ために都道府県・市町村別のCO2の森林吸収
量、石油・石炭・天然ガスなどの基礎データ
の公開も提唱している。

第五論考の「カーボンニュートラル時代の
サステナブルファイナンス」では、CO2を含
む温室効果ガス削減のために金融が果たすべ
き役割について、1990年代から気候関連財務
情報開示タスクフォース（TCFD）や国際資
本市場協会（ICMA）などが行ってきた、投
融資および情報開示に関する各種ガイドライ
ンまでの議論を紹介する。また機関投資家や
評価機関、NGOが企業に対して、「パリ協
定」に準拠した企業活動の中長期ロードマッ
プの提示、およびカーボンニュートラルへ向
けた具体的な目標開示を求めており、企業に
とっては開示対応の負荷が高まっていること
を指摘している。企業のサステナブルファイ
ナンスによる資金調達が増え始めているが、
金融機関には、国レベルでのカーボンニュー
トラルを実現するために、対応が遅れている
企業・自治体を投資対象から外すのではな
く、一緒にカーボンニュートラル実現へ向け
て取り組む「エンゲージメント」の役割を提
案している。

第六論考の「実質脱炭素に向けた複数主体
をつなぐ温室効果ガス排出・脱炭素度トレー
スシステムの必要性」では、脱炭素要求の厳
しい企業や消費者との取引に向けて、自社製

品の脱炭素度合いの証明を効率的に行う必要
性を説明している。脱炭素に向けた取り組み
として、グリーンエネルギー証書・排出権証
書・非化石証書が、サプライヤー自身、納入
先、消費者、環境NGOなど、多様な主体に
よって随時に参照できる仕組みが必要と考え
ている。そこで排出権取引で取引を円滑にす
るITインフラに着目し、効率的に、自社製
品の脱炭素度合いの証明を行える、ブロック
チェーンを活用したカーボントラッキングシ
ステムの構築を提案している。

なお、本誌 7 月号以降では米国・アジア・
ロシアなど海外各地域での脱炭素社会に向け
た課題と取り組みを紹介する予定であり、海
外市場のグリーン成長戦略も探求したい。

注

経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグ
リーン成長戦略」（2020年12月）
https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201225 
012/20201225012-1.pdf
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